
第５回 オンラインセミナー
令和４年３月１６日(水) 15:00～16:50
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本日の流れ

１５：００～ プログラム紹介、マッチングイベントの開催報告

１５：０５～ 令和３年度の分科会活動報告

１５：２０～ 総務省、国土交通省の調査事業報告

１５：４０～ 令和４年度の各府省庁スマートシティ関連事業

１６：３０～ スマートシティに関連したデータ戦略の取組み

１６：４５～ 令和４年度の活動方針

※ご質問は画面下の「Q&A」機能よりご記入ください。
※時間の都合上できなかった質問については、官民連携プラットフォーム事務局宛てに

メールでご送付ください。
E-mail ： hqt-scpf-ppp@gxb.mlit.go.jp

mailto:hqt-scpf-ppp@gxb.mlit.go.jp


⚫ 全国各地の会員・オブザーバー同士の交流を密に図り、最新情報を共有するため、隔月でオ
ンラインセミナーを開催。

⚫ オンラインセミナーでは、全国への取組の横展開に向け、先駆的取組を紹介するオンラインセミ
ナー（全３回）を開催。

⚫ 本セミナーでは、分科会活動報告や次年度のスマートシティ関連事業の説明、スマートシティ
に関連したデータ戦略の取組などについての説明を通して、次年度のスマートシティ関連の取
組や官民連携プラットフォームの取組情報に関する理解促進や機運の醸成を図る。

回数 時期 内容

第2回
（第1回）

8月3日（火）
15:30～

•中核都市クラスの事例紹介
•前橋市、浜松市、岡崎市による取組紹介と意見交換

第3回
（第2回）

10月1日（金）
15:30～

•地方部、中山間地域の事例紹介
•伊那市、上士幌町、更別村による取組紹介と意見交換

第4回
（第3回）

12月3日（金）
15:30～

•都市OSを導入した地域の事例紹介
•富山市、嬬恋村による取組紹介と意見交換

マッチングイベント 3月10日（木）
13:00～

•民間事業者から四條畷市に対する提案
•3D都市モデルのユース開発に関する民間事業者の発表

第5回 3月16日（水）
15:00～

•令和3年度 分科会活動報告
•総務省、国土交通省の調査事業報告
•令和4年度の各府省庁スマートシティ施策概要紹介
•スマートシティに関連したデータ戦略の取組について 等

※カッコ内は、実践都市発表の回

官民連携プラットフォーム オンラインセミナー年間スケジュール

済

官民連携プラットフォーム オンラインセミナー年間スケジュール



スマートシティ官民連携プラットフォームの概要

⚫ 2019年８月、内閣府、総務省、経済産業省、国土交通省は、スマートシティの取組を官民連携で加速するため、
企業、大学・研究機関、地方公共団体、関係府省等を会員とする「官民連携プラットフォーム」を設立。

⚫ 2022年2月14日、新たにデジタル庁が官民連携プラットフォームに参加。

会員（事業実施団体）626団体

会員（関係府省）12団体

内閣府 総務省 経済産業省

SIPアーキテクチャ構築・実証

スマートシティ実装化支援事業

地域新ＭａａＳ創出事業

日本版ＭａａＳ推進・支援

地域課題解決のための
スマートシティ推進事業

未来技術等社会実装事業

企業・大学・研究機関等
（451団体）

地方公共団体
（175団体）

事務局

内閣官房 警察庁

スマートシティ官民連携プラットフォームの構成（合計870団体）

金融庁

会員
（経済団体等）

２団体

経団連

文部科学省

厚生労働省 農林水産省 環境省

国土交通省

COCN

※会員数は令和4年2月末時点

その他事業も順次追加

公式ウェブサイト https://www.mlit.go.jp/scpf/index.html

オブザーバー会員

（230団体）

デジタル庁



スマートシティ実現に向けた令和３年度オンラインマッチングイベント

スマートシティの社会実装、全国展開に向け、官民のマッチングを図るた
めの、官民双方のマッチングイベントを開催。自治体のニーズ、民間から
のシーズをそれぞれ発表する、２部構成とした。

開催趣旨

スマートシティ推進に関する自治体からのニーズ発表を行い、
民間の提案事業者から発表を行た上で、自治体からの質
疑応答やマッチングを図るためのディスカッションを実施。

第1部 実施概要

３D都市モデルの整備・活用に関する各テーマごとに複数の
民間事業者からの発表を行った上で、参加自治体からの質
疑応答やマッチングを図るためのディスカッションを実施。

第2部 実施概要

第1部 自治体発表内容
⚫ ニーズ発表内容

実証実験を行った自動運転を起点とした地域主体のまちづくりに活用できる、
3Dマップ利活用方法や、買い物支援に関する取組と検討事項等を発表。

第1部 事業者提案内容

シンメトリー・ディメンションズ・インク.

⚫ 提案内容

データ利活用（連携・オープン化・可視
化等）の実例紹介や提案等を発表。

日本モビリティ㈱

⚫ 提案内容

自動運転技術と導入・活用事例等の紹
介等

⚫ 提案内容

ヴァーチャル空間上の店舗での買い物
（metastore）サービスの紹介等

四條畷市の発表

ハコスコ社の発表
㈱ハコスコ

⚫ 開催日時：令和4年3月10日（木）
13:00－17:00 ※2部制

⚫ 場 所 ：Zoom（完全オンライン）

開催日時・場所等



スマートシティ実現に向けた令和３年度オンラインマッチングイベント

第2部 事業者内容

テーマ①

防災・防犯

テーマ③

都市計画・
まちづくり

テーマ➁

環境・
エネルギー

⚫ 3D都市ビューアのご紹介 (㈱キャドセンター )

⚫ 3D都市モデルを活用した防災分野におけるユースケースのご紹介(国際航業㈱)

⚫ パスコの防災ソリューションのご紹介（㈱パスコ)

⚫ 洪水・津波・地震等各種災害シミュレーションによる防災計画等( ㈱フォーラムエイト)

⚫ 防災教育と避難計画策定に活用可能な災害ﾘｽｸの可視化ﾂｰﾙ(㈱福山コンサルタント

⚫ 3D都市モデルを活用した環境・エネルギー分野におけるユースケースのご紹介(国際航業㈱)

⚫ 人の移動や交通シミュレーションによるスマートモビリティのシミュレーションを活用した都市の
渋滞解消、大気汚染解消等（ ㈱フォーラムエイト)

⚫ 太陽光発電のポテンシャル推計・反射光シミュレーション等(㈱三菱総合研究所 )

⚫ 「PLATEAU+アイレベル高精細データ制作サービス」のご紹介(㈱キャドセンター)

⚫ 3D都市モデルを活用したまちづくり分野におけるユースケースのご紹介(国際航業㈱)

⚫ 3D都市モデルを活用した都市計画における合意形成等（ ㈱フォーラムエイト)

⚫ まちづくりにおける合意形成のためのXR活用(パナソニック株式会社)

⚫ 人流の3D可視化・分析、都市開発関連情報の集約・業務活用等(㈱三菱総合研究所）



令和3年度 分科会活動報告2



＜想定される分科会のテーマ（例）＞

○共通課題のテーマ

➢ 交通・モビリティ：都市・地域にお
ける移動手段の確保

➢ 観光・地域活性化：インバウンド
振興、中心市街地の回遊性向上

○異分野連携のテーマ

➢ 交通×医療：交通と医療サービス
のパッケージ化

➢ 環境×モビリティ：再生可能エネ
ルギーを活用したモビリティ提供

スマートシティの推進にあたり、共通する課題を抱える団体相互で課題の解決策等を検討した
い場合は、分科会を提案することが可能（分科会の成果は会員・オブザーバー間で共有）

＜分科会設立・活動フロー＞

◼ テーマ提案

◼ 分科会設立

◼ 会員募集

◼ 活動開始

◼ 成果報告

• 提案者：プラットフォーム会員

• 提案者は、活動計画書（所定書式）を
事務局に提出（提案はいつでも可能）

• 事務局にて提案内容確認および意見照
会（適宜）

→確認完了後、分科会設立

• 事務局より、分科会メンバー募集

※メンバー：会員およびオブザーバー

• 参加希望は、提案団体の担当者に連絡

• 年度末に活動成果（所定様式）を事務
局に報告

→事務局より水平展開
※分科会は次年度延長も可能

スマートシティ官民連携プラットフォーム 分科会概要
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◼ 令和元年12月より分科会活動を開始。
◼ 令和３年度は、以下の８つの分科会を実施予定。

提案者名 提案テーマ名 ステータス

1 内閣府、総務省、経済産業省、国土交通省 スマートシティガイドブック分科会 R3.1開始・継続中

2 総務省、株式会社ラック、OGC スマートシティのセキュリティ・セーフティ R1.12開始・継続中

3 国土交通省、松山アーバンデザインセンター 都市マネジメント R1.12開始・継続中

4 国土交通省 都市局 ３D都市モデルの整備・活用促進に関する検討分科会 R3.3開始・継続中

5 有限責任監査法人トーマツ スマートシティの財政面からの持続性確保 R1.12開始・継続中

6
東京ワンセグ放送㈱、㈱エコロングデン、石垣
ケーブルテレビ㈱

物流分野の効率化・省力化に関する検討分科会 R1.12開始・継続中

7 KPMGコンサルティング㈱ スポーツを核としたスマートシティの検討 R1.12開始・継続中

８ PwCコンサルティング合同会社 ネット・ゼロスマートシティ検討分科会 R3.7開始・継続中

提案者名 提案テーマ名 ステータス

1 ㈱JTB 観光型MaaSの発展に向けて R1.12開始・R2.9終了

2 ㈱JTB
地域とサービス事業者による「証拠に基づく政策・事業立案」のための
ビックデータの有効活用による、効率化、生産性の向上と消費の拡大

R1.12開始・R2.9終了

3 内閣府 スマートシティビジョンの検討および地域へのスマートシティ普及促進 R1.12開始・R3.3終了

＜令和３年度の分科会＞

（参考）終了した分科会

スマートシティ官民連携プラットフォーム 分科会一覧
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ネット・ゼロスマートシティ検討分科会について

PwCコンサルティング合同会社 様

令和3年度 分科会活動報告2



課題・展望
（課題）
• 事前想定よりも大勢の団体・企業にご参加いただけた結果、限りある

事務局要員できめ細かなフォローがし切れなかった
• 全てWEB会議にて実施し、遠方からも容易に参加いただくことが出来た

が、ディスカッションの深さなど、課題はあった
• 以上の状況により、設立当初に努力目標として想定していた、具体的な

取り組みが立ち上げには至らなかった
（展望）
• 上記課題を踏まえ、R4年度の開催内容・方法については、社内及び

関係者の意見を収集しつつ検討予定

分科会での活動概要

活動１：国内外によるネット・ゼロの取組調査
PwCジャパングループによる調査、取りまとめ結果を
分科会の場にて、プレゼンテーションを実施

活動２：分科会開催
4回の分科会にてプレゼンテーション、グループディスカッションを実施

ネット・ゼロ スマートシティ検討分科会
分科会提案者：PwCコンサルティング合同会社

分科会の活動成果

• 国内外の「ネット・ゼロ × スマートシティ」の取り組みの調査・取りまとめと、
分科会メンバーおよび官民連携プラットフォームへの共有
(https://www.mlit.go.jp/scpf/archives/index.html )

• 分科会によるプレゼンテーション、ディスカッションを通じたネット・ゼロ スマー
トシティの全体像イメージの共有

• ネット・ゼロ スマートシティ実現に向けた取り組みのイメージアップ

参加メンバー：省庁・自治体10団体、大学1団体、企業等30団体、合計41団体

【メンバー】中央省庁：国土交通省、内閣府 自治体：埼玉県毛呂山町、静岡県浜松市、富山県魚津市、愛媛県東温市、福岡県北九州市、
熊本県玉名市、岡山県瀬戸内市、宮崎県延岡市 大学：早稲田大学 企業・団体：大手町・丸の内・有楽町地区まちづくり協議会、福島産業創生協
議会、超教育ラボラトリー、日本PFI・PPP協会、東京電力ホールディングス、自然電力、NTT、NTTコミュニケーションズ、NTTデータ経営研究所、JTB、三菱
地所、三菱地所設計、中央復建コンサルタンツ、国際航業、東急不動産、竹中工務店、三井住友建設、市浦ハウジング＆プランニング、東京海上日動火
災保険、住友商事、韓国住友商事、南国殖産、三菱電機、ダイダン、日本信号、PJP Eye、ラック、アイ・ビー・テクノス、ニューラルポケット、スカイランド

令和３年度の活動状況

概要

第1回
令和3年8月30日（月）

（WEB会議）

・プレゼンテーション
「自治体・スマートシティにおけるカーボンニュートラルとは」
「国内外都市におけるカーボンニュートラルに向けた取り組み」
「地方公共団体における脱炭素戦略の策定」

・グループディスカッション

第2回
令和3年10月25日（月）

（WEB会議）

・プレゼンテーション
「およびネット・ゼロに向けた地域ごとの対応の方向性」
「ネットゼロ達成に向けたステップと施策検討」
「ネットゼロ実現に向けたモニタリング」

・・グループディスカッション

第3回
令和3年12月16日（木）

（WEB会議）

・プレゼンテーション
「地域変革に向けた自治体モデルの転換と協業のあり方」
「PLATEAUを活用した情報の見える化の可能性」
「企業のネットゼロ取組み動向と地域ネットゼロロードマップ策定への活用」

・・グループディスカッション

第4回
令和4年2月15日（火）

（WEB会議）

・プレゼンテーション
「脱炭素地域づくりについて（環境省より）」
「地域の特性に応じた地域脱炭素化の施策と今後のアクション」
「自治体、企業、住民が協力して進める脱炭素の取り組み、
および成功に向けた環境づくり」



3D都市モデルの整備・活用促進に関する
検討分科会について

国土交通省 都市局

令和3年度 分科会活動報告2



課題・展望

PLATEAUの取組みは始まったばかりであり、地方自治体に
おけるユースケースのニーズの掘り起こしや民間企業における
新たなシーズ・ソリューション創出が今後の課題。引き続き、
ベストプラクティスの横展開や他分野連携によるイノベーショ
ン創出を引き続き支援し、3D都市モデルの社会実装を促
進していく。また、具体的な案件組成を支援するため、参画
会員同士の交流の活性化に取り組んでいく。

分科会での活動概要

活動①：3D都市モデル整備に関する論点整理

活動②：ユースケース開発の論点整理

活動③：オープンデータ化・ムーブメント惹起の論点整理

3D都市モデルの整備・活用促進に関する検討分科会
分科会提案者：国土交通省 都市局

分科会の活動成果

成果①オープンデータ化に関する法的論点の整理
法律実務家やオープンデータの識者から現状と課題について
聴取し、今後整理すべきリーガル面の課題と方向性を整理。
成果②地域の課題解決に資するユースケース共有
３D都市モデルを活用した地方公共団体のユースケース開
発に関する知識を共有。
成果③標準データモデルの改定に関する討議・共有
今年度に改定されるPLATEAU標準Ver2.0に関する検討
状況の共有や意見聴取を通じた標準仕様の普及。

参加メンバー：省庁1団体、自治体72団体、大学3団体、企業等97団体、合計173団体

【メンバー】国土交通省 他、別紙参照。

令和３年度
の活動状況

概 要

第2回 令和3年6月28日(月)（ハイブリット会議）
・検討論点の中間とりまとめの共有
・整備・利活用促進に向けた民間事業者報告、討議

第3回 令和3年9月29日(水)（ハイブリット会議）
・リーガル面の論点整理（外部有識者を招聘）
・オープンデータ化取組事例紹介（静岡県など）、討議

第4回 令和3年12月23日(木)（ハイブリット会議）
・モデル作成手法検証状況、ユースケース実証結果の報
告（民間事業者）、討議

第5回 令和4年3月24日(木) （ハイブリット会議）※予定
・3D都市モデル活用事例紹介（東京都など）
・次年度活動計画の共有、討議
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3D都市モデルの整備・活用促進に関する検討分科会 会員一覧
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3D都市モデルの整備・活用・オープンデータ化の推進（Project PLATEAU）

○ Project PLATEAU（プラトー）は、スマートシティをはじめとしたまちづくりのデジタルトランスフォーメーションを進めるため、そのデジタ
ル・インフラとなる３D都市モデルの整備・活用・オープンデータ化を推進する国土交通省のプロジェクト。

○ 国の取組として標準データモデルの策定や先進技術を活用したユースケース開発を進めるとともに、地方自治体におけるデータ整備や
ユースケースの社会実装を支援。

○ オープンデータを活用した新たなビジネスやイノベーションの創出のため、データ利用環境の改善（API配信、SDK開発等）、データ
ハンドリング・チュートリアルの充実、ハッカソン・ピッチイベントの開催等を実施。

○ これらの取組みにより、３D都市モデルの持続可能な整備・活用・オープンデータ化のエコシステム構築を実現を目指す。

地方自治体によるデータ整備・更新、ユースケース開発、オープンデータ化
等の3D都市モデルの社会実装を支援。 [1/2補助事業:7億円]

地方公共団体による3D都市モデルの社会実装

国による技術開発/リーディングケース創出

標準データモデルの拡張、先進的なユースケースの技術検証、民間市場形
成支援等を国のプロジェクトとして実施。 [直轄調査:25億円]

2020FY-2021FYの取組

3D都市モデルのイメージ
（新宿駅周辺）

➢ 国際標準に基づくオープンフォーマットを
日本データモデルとして採用し、オープン
な活用が可能。

➢ プロトタイプとしてこれまで約60都市のデータ
を整備し、オープンデータ化。

●太陽光発電ポテンシャルのシミュレーション（石川県加賀市）

✓ 建物ごとの屋根形状を解析し、都市全体の太
陽光発電ポテンシャルをシミュレーション。地域の
脱炭素政策に活用。

●三次元リスク分析を踏まえた防災計画（郡山市）

✓ 災害リスクを3次元化し、建物データと合わせて分析す
ることで、「垂直避難」可能な建物をピックアップし、防災
計画立案に活用。

2022FYの取組

標準データモデルの開発/オープンデータ化

プロトタイプとなるユースケース開発

３D都市モデルは、建物等の三次元形状と用途や構造等の属性情報をパッ
ケージでデータ化することで都市空間のデジタルツインを実現する技術。

防災、環境、まちづくり、モビリティなどの分野で3D都市モデルの政策活用や民
間サービス創出の手法を開発し、ユースケースの社会実装フェーズを準備。

3D都市モデル（札幌駅周辺）

➢ データ整備の効率化・高度化
最新の国際標準の取込み/効率的な更新スキーム確立

➢ 先進的なユースケース開発
先進技術を取り入れたユースケース開発

➢ データ・カバレッジの拡大
リーガル面の課題整理/人材育成プログラム開発 等2022FYリリース予定のCityGML3.0

➢ 全国50都市程度でデータ整備、ユースケース開発等を実施予定。

インフラマネジメント効率化 災害リスクコミュニケーションへの活用 防犯カメラ有効範囲の可視化



都市マネジメント分科会について

国土交通省 都市局
松山アーバンデザインセンター

令和3年度 分科会活動報告2



今後の課題・展望

市民参画に焦点をあてた分科会は令和３年度で終了とする。
令和４年度は、目指すべきスマートシティモデルの検討に向け

て、各地区がスマートシティの取り組みを発展させる際の参考と
するため、特定の分野（防災・賑わい創出等）における目指
すべきスマートシティモデルについて検討し、総合的なサービス
提供を行うために盛り込むべきサービスや、それに必要なデータ
セットを具体的に例示したガイダンスをとりまとめる。
このガイダンス構築のための意見聴取の場として、都市マネジメン
ト分科会の枠組みを活用することとする。

分科会での活動概要

令和３年度は、市民が主体的に取り組むスマートシティの実
現に向け、先進事例を調査することで、スマートシティの主体者
が参考となるような市民参画のパターンやTipsを整理し、
分科会にて共有・議論した。
活動①：先進事例の共有、ゲストからの発表
活動②：分科会参加者の関心分野を踏まえたテーマ設定に

よるグループディスカッション

都市マネジメント分科会
分科会提案者：国土交通省、松山アーバンデザインセンター

分科会の活動成果

成果①：国内外の事例研究による知見の拡大
国際市民参画協会の明示する「市民参加のスペクトラム」を

参考に、市民参画方法を５つのカテゴリに区分。カテゴリ別に国
内外の先進事例を選出し、それぞれの先進事例についてTipを
考察し、図表を交えた事例集を作成した。
成果②：市民参画の在り方に関する認識の共有
多様な立場の参加者同士のグループディ

スカッションを通じて、現状の課題を踏まえた
あるべき姿について知見を集約・共有できた。

参加メンバー：省庁1団体、自治体9団体、大学1団体、企業等34団体、合計45団体

【省庁】国土交通省 【自治体】更別村、さいたま市、中野区、鎌倉市、新潟市、藤枝市、愛知県、岡崎市、和歌山市
【大学】東京大学 【企業等】松山アーバンデザインセンター、大村湾データコンソーシアム、福島産業創生協議会、日本PFI・PPP協会、(一財)計量計画研究所、
(一社)データ流通推進協議会、森ビル㈱、清水建設㈱、㈱大林組、日本電気㈱、パナソニック システムソリューションズ ジャパン㈱、富士通㈱、三菱電機㈱、シスコ
システムズ(同)、京セラ㈱、㈱デンソー、ミネベアミツミ㈱、KPMGコンサルティング㈱、㈱福山コンサルタント、㈱市浦ハウジング＆プランニング、オーヴ・アラップ・アンド・
パートナーズ・ジャパン・リミテッド、㈱日建設計総合研究所、㈱三菱UFJ銀行、東京海上日動火災保険㈱、NECキャピタルソリューション㈱、住友商事㈱、㈱電通、
凸版印刷㈱、scheme verge㈱、大阪ガス㈱、㈱フィリップス・ジャパン、東テク株式会社、ニューラルポケット株式会社、株式会社電通国際情報サービス

概要

第1回 令和3年10月29日（金）（WEB会議）
・分科会の趣旨説明、調査事業の説明
・事例紹介・ゲスト発表（横浜市のリビングラボについて）、
グループディスカッション

第2回 令和4年 1月18日（火）（WEB会議）
・事例紹介（松山市アーバンデザインスクール）
・ゲスト発表（西会津町の取り組み）、グループ
ディスカッション

第3回 令和4年 3月 8日（火）（WEB会議）
・市民参画のパターン、Tipsを取り纏めた事例集の紹介
・事例紹介（とやまシティラボプロジェクト）、グループ
ディスカッション

令和３年度の活動状況



市民参画のスペクトラムのカテゴリと概要 イメージ図 該当する国内外の先進事例

①情報提供

（Inform）

バランスよく客観的な情報を提供し、課

題、代替案、機会解決策等について理

解することを目指す。

• ウェブサイトやpodcastなどでまちづくりの情報を提供（各市）

• オープンデータ化（各市のオープンデータカタログサイトなど多数）

②意見聴取

（Consult）

分析、代替案、決定に対する市民の意

見を聞くことを目指す。
• 市民参加型合意形成プラットフォーム「Decidim」（加古川市）

③意見反映

（Involve）

全プロセスを通じて市民と直接一緒に作

業し、市民の懸念や要望が常に理解さ

れ、検討されるようにすることを目指す。

• オンライン討論プラットフォーム「JOIN」（台湾）

• 市民と自治体が協働してまちの課題に取り組むことができるツール「My City 
Report」の整備（千葉市など）

④共同決定

（Collaboration

）

代替案の作成や望ましい解決策案の特

定等、意思決定の各局面において市民

と協働（意思決定の代替案を立案）

することを目指す。

• とやまシティラボプロジェクト（富山市）

• オープンデータを活用した市民主体の解決策の提示（CODE for AIZU）

• 地域課題とスタートアップ企業のマッチングプログラム「STiR」（SF市、アムステル

ダム市など）

• リビングラボを介した市民中心のまちづくり（横浜市）

• UDC手法を活用した公民学連携・人材育成（UDCMスマートシティ・スクールなど）

⑤権限移譲

（Empower）

最終的な意思決定の権限を市民に移

譲することを目指す。

行動

決定

出所）「市民参加のスペクトラム」（IAP2作成、東洋大学訳）

市民が主体的に取り組むスマートシティの実現に向けた事例集

事例集の検討プロセス

IAP2（国際市民参画協会、市民参加の実践を推進・促進することを目的として設立されたNPO法人）の明示する
「市民参加のスペクトラム」を参考に、市民参画方法を5つのカテゴリに区分し、カテゴリ別に国内外の先進事例を選定した。
それぞれの先進事例について、デスクトップリサーチやヒアリング調査を実施した上で、以下の項目について把握した。

（調査項目）
取組実施の経緯、運営体制、取組のターゲット層やテーマ、市民参画を促すメリット、持続可能な取組とするための策、取組に必要

な費用とその確保手段 、取組を経て得られた効果、今後に向けた発展方向性と課題

調査項目に加え、市民参画を実現する上でのTipsを考察し、図表を交えて事例集を構成した。

市民参画のスペクトラムのカテゴリと概要

https://www.mlit.go.jp/scpf/archives/index.html ← 近日掲載予定
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総務省説明資料
～令和３年度スマートシティ調査事業について～

令 和 ４ 年 ３ 月
総務省 情報流通行政局
地 域 通 信 振 興 課



令和３年度総務省スマートシティ調査事業の背景と実施内容

背景
総務省では、ICTを活用したスマートシティ型の街づくりを通じて、
地域が抱える様々な課題の解決や地域活性化・地方創生を実現
することを目指し

• 平成29年度より「データ利活用型スマートシティ推進事業」
• 令和3年度より「データ連携促進型スマートシティ推進事業」

を実施しており、両補助事業での採択地域数はのべ28地域に
至っている

また、今般、「新経済・財政再生計画改革工程表2020」(令和2 
年12月18日 経済財政諮問会議決定)では、「技術の実装をした
自治体・地域団体数:2025年度までに実装地域数100」「都市
OS(データ連携基盤)の導入数:2025年度迄に100地域」という
KPIが策定されたところ

これらを踏まえ、本調査研究では、当該補助事業が果たしている
成果やノウハウをとりまとめ、横展開するとともに、地域が抱える様々
な課題の解決や地域活性化・地方創生を実現するためのスマート
シティの在り方をとりまとめる

実施内容

左記背景を踏まえて、以下を実施

(１) インタビュー形式記事
及び紹介用動画の作成

(２) 地域課題及び解決手法
(スマートシティサービス)の
実態調査

(３) 都市OSの共同利用の促進

1



実施内容

（１）インタビュー形式記事及び動画の作成

（２）地域課題及び解決手法(スマートシティサービス)の実態調査

（３）都市OSの共同利用の促進

2

✓



（１）インタビュー形式記事及び動画の作成 3

◼ 都市OS導入済み自治体を中心に15自治体へインタビューを実施し、インタビュー記事を作成。

◼ さらに、３団体程度においては動画も作成。

◼ 完成後は、官民連携PFのHPに掲載（夏頃を予定）。

インタビュー記事（原稿）

作成中

スマートシティ推進の
キーマンの顔が見える

「スマートシティ・
ガイドブック」に
沿った聞き取り

なるべく多くの
画像を入れて
視覚的に訴求



実施内容

（１）インタビュー形式記事及び紹介用動画の作成

（２）地域課題及び解決手法(スマートシティサービス)の実態調査

（３）都市OSの共同利用の促進

4

✓



（２）地域課題及び解決手法(スマートシティサービス)の実態調査 5

◼ 我が国のスマートシティは実証から実装の段階へ移行しつつあるなかで、まずは地域の抱える課題を解決する
サービスを実装し、デジタルの効果を住民に実感してもらうことが重要。

◼ そこで、自地域の課題を解決できる実装可能なスマートシティサービスは一体どのようなものがあるのかを知ることが
でき、スマートシティに取り組み始めた自治体に役立つ資料として本事例集を作成。

◼ 完成後は、令和４年度総務省スマートシティ事業の公募時に参考資料として掲載予定。

地域課題を解決するためのスマートシティサービス事例集（作成中）

作成中



（２）地域課題及び解決手法(スマートシティサービス)の実態調査 6

作成中



（２）地域課題及び解決手法(スマートシティサービス)の実態調査 7

①
全国の自治体で導入されている
300超のスマートシティサービスを
分野・地域課題ごとに分類

作成中 ②
特に頻出する11課題について、
解決しうるスマートシティサービス
を抽出

③
サービス事例を深堀りし、
具体イメージを共有



実施内容

（１）インタビュー形式記事及び紹介用動画の作成

（２）地域課題及び解決手法(スマートシティサービス)の実態調査

（３）都市OSの共同利用の促進

8

✓



（３）都市OSの共同利用の促進 9

◼ 経済財政諮問会議で「都市OS(データ連携基盤)の導入数:2025年度迄に100地域」というKPIが設定されてい
る他、デジタル田園都市国家構想においても、エリア・データ連携基盤（=都市OS）の構築が推進されている。

◼ 一方、都市OSの導入には一定の財源、ノウハウ等が必要というハードルが存在しており、そのハードルを下げる１つ
の手法として「共同利用」について研究した。

◼ 今月9日と18日に都道府県向けの説明会を開催。調査結果をご説明した他、府県下市町村が利用する
都市OSを自ら導入しようとされている大阪府・長崎県から事例紹介を頂いた。

スマートシティ都市OS(データ連携基盤)の共同利用に関する都道府県向け説明会資料



（３）都市OSの共同利用の促進 10



（３）都市OSの共同利用の促進 11



（３）都市OSの共同利用の促進 12

共同利用を実現する
３つのアプローチを提示

ア：範囲拡大型

イ：広域整備型
（市区町村のみ）

ウ：広域整備型
（都道府県主導）



（３）都市OSの共同利用の促進 13

イメージを深めるため
共同利用を実現する
３つのアプローチごとに
費用負担の例を提示

例えば、
イ：広域整備型
（市区町村のみ）で、
５団体で折半すれば
コストは1/5

※按分の方法は、均等割
以外に人口規模や利用
実績をもとにした従量割
なども考えられる



参考資料
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総務省スマートシティ関連事業（H29～R3年度） 実施地域

記号 年度 予算
額

採択
件数

H29
a～f

H29年度 5.1
億円

6件

H30
a～c

H30年度 2.5
億円

3件

R1
a～e

R1年度 2.2
億円

5件

R2
a～e

R2年度 2.2
億円

5件

R3
a～I

R3年度 6.9
億円

9件

項番 実施地域 （実施団体） 分野

H30a 富山県富山市 防犯・防災・インフラ管理

R2d
富山県富山市
（関西電力（株））

エネルギー・コロナ対策

R2e 石川県加賀市 行政

R1b 長野県伊那市 医療・物流

R1c 三重県木曽岬町 防犯・防災・交通

H30b

京都府

（（一社）京都スマートシティ推
進協議会）

観光・防災・環境

R3g

大阪府豊能町

（（一社）コンパクトスマートシ
ティプラットフォーム協議会）

防犯・防災・健康・地域経
済・交通

H29e 兵庫県加古川市 防犯・観光

H30c
島根県益田市
（シマネ益田電子（株））

防災・鳥獣被害対策

H29f 香川県高松市 防災・交通

R1d 愛媛県新居浜市 防災・交通・地域経済

R1e 福岡県飯塚市 健康・交通・まちづくり

R3h 長崎県 防災・観光

R3i 熊本県人吉市 防災・観光

H29a

R3a

項番 実施地域 （実施団体） 分野

H29a
北海道札幌市
（（一財）さっぽろ産業振興財団）

交通・健康

R3a 北海道更別村 農林水産業・防災

R3b 宮城県仙台市 交通・コロナ対策

H29b
福島県会津若松市
（アクセンチュア（株））

健康・生活

R3c
栃木県佐野市
（（一社）スマートソサエティファウンデーション）

防災・コロナ対策・
健康

R2a 群馬県嬬恋村 防災・コロナ対策

R3d 群馬県嬬恋村 観光

H29c
埼玉県さいたま市
（（一社）美園タウンマネジメント）

健康・スポーツ

R2b
埼玉県さいたま市
（（一社）美園タウンマネジメント）

健康・医療

R3e
埼玉県さいたま市・横瀬町
（（一社）美園タウンマネジメント）

健康・医療

R3f
千葉県柏市
（（一社）UDCKタウンマネジメント）

健康

R1a
東京都調布市
（アフラック生命保険（株））

健康・教育

R2c 東京都大田区（鹿島建設（株）） 地域経済

H29d 神奈川県横浜市 （（株）リアライズ） 観光・防犯・生活

R3b

H29b

R3c

R2b
R3e

H29c

R3fR1a
R2c

H29d

R1b

R2e
R2d

H30a

R2a
R3d

R1c

H30b

R3g
H29e

H29f

H30c

R1e

R1d
R3h

R3i
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(1)都市OSの社会実装強化 現状と課題
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(R1)
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(R2)

2021（予定）
(R3)

年間 累積

都市OSの導入地域（市町村）数の推移
（累積）（年間）

年度

年度 地方公共団体

2015年度 会津若松市

2017年度 札幌市、さいたま市、加古川市、高松市

2018年度 富山市、益田市

年度 地方公共団体

2019年度
藤沢市、伊那市、観音寺市※、香川県綾川町※、 新居浜
市、飯塚市

2020年度 群馬県嬬恋村、柏市、大田区、加賀市、浦添市

2021年度
北海道更別村、仙台市、佐野市、埼玉県横瀬町※、大阪府
豊能町、神戸市、長崎県全21市町、人吉市(注）把握できている範囲内でカウント。今後、数値が変更される可能性がある。

◼ KPI：都市OS（データ連携基盤）の導入数 （出典）「新経済・財政再生計画改革工程表2021」（令和３年12月23日経済財政諮問会議決定）

[現状値] 1３地域（2019年度末時点） ⇒ [目標値] 2025年度までに100地域

・2017年度より都市OS構築にかかる補助事業を通じて各地の実装を支援。現在18地域で実装・運営中

※観音寺市、綾川町は高松市の、横瀬町はさいたま市の、構築した都市OSを共同利用している。

都市OS導入地域数の推移

（令和３年４月23日第28回国と地方のシステムWG資料を一部加筆・修正）
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国土交通省調査事業について

総務省、国土交通省の
スマートシティ関連調査事業報告

3



国土交通省大嶋様より投影予定





























































































令和4年度のスマートシティ関連事業
について

4



内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局

令和4年度のスマートシティ関連事業
について

4



政府のスマートシティ推進施策について

2022年3月8日
内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局



令和4年度予算・令和3年度補正 スマートシティ関連

◆【内・総・経・国】官民連携プラットフォームの運営

○各スマートシティ事業の連携を、予算要求時点から深化し、アーキテクチャに基づくシステム構築等を開始。今後より幅広い事業との連携を進める

○R4年度事業では、デジタル社会の構築、デジタル田園都市国家構想の実現等に向けて、各府省の関連事業とのデータ連携の推進に取組む。さらに標準活用
等の取組を通じ、信頼できるスマートシティの確立と国際展開を推進。

◆【内(地創)】スーパーシティ構想推進事業 10.17億円（10.03億円） ※うちR4予算案3.01億円、R3補正7.16億円

◆【内(地創)】未来技術社会実装事業 0.8億円の内数（0.8億円の内数）

◆【総】地域課題解決のためのスマートシティ推進事業 4.6億円（5.8億円）

◆【文】共創の場形成支援 138億円の内数（137億円の内数）

◆【総】ローカル５Ｇによる課題解決の促進 48.0億円（60.0億円） ※うちR4予算案40.0億円、R3補正8.0億円

◆【国】スマートシティ実装化支援事業等 4.2億円（2.8億円） ※うちR4予算案2.8億円、R3補正1.4億円

◆【国】スマートアイランド推進実証調査事業 2.0億円（1.6億円） ※うちR4予算1.6億円、R3補正0.4億円

◆【環】ゼロカーボンシティ実現に向けた地域の気候変動対策基盤整備事業 8億円の内数（ 8億円の内数）

③官民連携

➁共通基盤の
構築・標準化

データ連携基盤整備

◆【内】SIPⅡ期ビッグデータ・AI 
を活用したサイバー空間基
盤技術 280億円の内数
（280億円の内数）

◎全体戦略、制度整備 ◆統合イノベーション戦略2021【内(科技)】 ◆デジタル社会の実現に向けた重点計画【デ】 ◆スーパーシティ構想【内(地創)】

◆モビリティ分野

・【経】地域新MaaS創出推進事業 数億円（2.9億円）

・【国】日本版MaaS推進・支援事業 R4予算0.73億円＋R3補正285億円の内数（1億円）

④国際展開

①地域実装/
モデル事業

◆【内】グローバル・スマートシティ・アライアンス
◆【総】ICT海外展開パッケージ支援事業 9.6億円の内数（15.3億円）※うちR4当初1.3億円、R3補正8.3億円
◆【経】エネルギー分野における我が国技術の国際展開のための実証事業 64.9億円 （70.2億円）
◆【経】質の高いｲﾝﾌﾗの海外展開に向けた事業実施可能性調査事業 7.5億円の内数（7.5億円の内数）
◆【国】新たなグローバルチャネルの構築（質の高いインフラ等の効果的な情報発信）および海外インフラプロジェクトの案件形成・受注獲得の促進

0.3億円の内数（0.3億円の内数）
◆【国】スマートシティ海外展開推進事業 3.0億円の内数※R3補正(6.3億円※R2補正）
◆【国】スマートシティ開発案件の推進 2.1億円の内数（2.1億円の内数）
◆【国】国際機関と連携し、国際会議を活用したスマートシティ海外展開の推進 0.4億円（0.5億円）

＜凡例＞【デ】:デジタル庁、 【内】:内閣府、【内(科技)】:内閣府科学技術・イノベーション推進事務局、【内(地創)】:内閣府地方創生推進事務局、【総】:総務省、【文】文部科学省、【経】:経済産業省、【国】:国土交通省

*【内】地方創生推進交付金（Society5.0タイプ）（1,000億円の内数）、デジタル田園都市国家構想推進交付金（デジタル実装タイプ）（200億円の内数）等と連携

標準活用推進

◆【内】重要分野の標準活用戦略

を省庁横断で推進 2.6億円の
内数（2.6億円の内数）
※うちR4予算0.5億円、R3補
正2.1億円

分野横断の

実証・実装

個別分野の

実証・実装

相互連携推進

◆【内(科技)】スマートシティ・
スマートローカルの持続可
能な地域づくり 3.01億

※うち、R3補正3.01億円

関連の都市インフラ整備
◆【国】社会資本整備総合交付

金 等 5,817億円の内数
（6,311億円の内数）等

ICTインフラの地域展開

◆【総】高度無線環境整備推進事業

54.6億円（36.8億円）

※うちR4予算36.8億円、R3補正17.8億円

◆【総】携帯電話等エリア整備事業

28.0億円（15.1億円）

※うちR4予算15.0億円、R3補正13.0億円
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内閣府
(地方創生推進事務局）

総務省
（情報流通行政局）

国土交通省
（都市局）

経済産業省
（製造産業局）

国土交通省
（総合政策局）

事業名
未来技術社会実装事業 地域課題解決のためのス

マートシティ推進事業
スマートシティ実装化支援
事業（スマートシティモデル
プロジェクト）

地域新MaaS創出推進事
業

日本版MaaS推進・支援
事業

概要

地域のSociety5.0の実現に
向け、地方創生の観点から優
れた自治体の未来技術の実
装事業について、社会実装に
向けた現地支援体制（地域
実装協議会）を構築するなど、
関係府省庁による総合的な
支援を実施

地域が抱える様々な課題
（防災、セキュリティ・見守
り、買物支援など）をデジタ
ル技術やデータの活用に
よって解決することを目指す
スマートシティの実装を関係
府省と一体的に推進

スマートシティの分野で、世界
の先導役となることを目指し、
全国の牽引役となる先駆的な
取組を行う先行モデルプロジェ
クトを募集し、スマートシティの
取組を支援

地域における新しいモビリティ
サービスの社会実装や移動
課題の解決に向けて、高度か
つ持続的な事業モデルの創
出・横展開に資する先進
MaaS実証を推進。

感染症拡大などにより変容し
た利用者ニーズへの対応や、
公共交通等の利便性を面的
に向上させる MaaS等の取
組の普及を促進することで、
公共交通等の移動サービスを
高度化し、その利便性・効率
性の向上を図る。

R４年度
予算案

0.8億円の内数
（シンポジウム等、普及啓を
目的とした取組に係る費用
等）

4.6億円 2.65億円 数億円程度 0.73億円
（R3年度補正 285億円の
内数）

過去の選
定数

H30:14事業、R1:８事業
R2:12事業 R3:9事業

H29:6事業、H30:3事業
R1:5事業、R2:5事業、
R3:9事業

R1：15事業、
R2：14事業
R3： 20事業
※先行モデルプロジェクトの支援数を記載

R1：13事業
R2：16事業
R3： 14事業

R1：19事業
R2：36事業
R3：12事業

主な支援
対象

社会実装に向けた関係府省
庁による総合的な支援（各
種補助金、制度的・技術的
課題等に対する助言等）
※事業の実施にあたっては、地方
創生推進交付金等の各種交付
金・補助金による支援を想定。

デジタル技術を活用した
サービス・アセットの導入、都
市OSの導入（整備・改
修）等

（補助率1/2）

実証事業
※データ取得等に必要な情報
化基盤施設の整備についても
都市再生整備計画事業等に
より支援。

地域の課題解決や全国での
横展開に向けて、先進的かつ
持続的な事業モデルの創出
に向けたMaaS実証を委託事
業として実施。

・新たな決済手段や新しい移
動サービスの導入支援、運行
情報等のデジタル化支援
・広域的、先進的なMaaS等
の取組についての支援

問合せ先

未来技術実装担当
g.mirai.s5m_(atmark)_c
ao.go.jp

地域通信振興課
ict-town(atmark)ml.s
oumu.go.jp

スマートシティプロジェクトチーム
hqt-smartcity-
mlit(atmark)gxb.mlit.go.
jp

自動車課
ITS・自動走行推進室担当
contact_mobility_pt(at
mark)meti.go.jp

総合政策局モビリティサービス
推進課担当
hqt-mobilityservice100
2(atmark)gxb.mlit.go.j
p

政府のスマートシティ関連事業例 （令和4年度予算案）

※迷惑メール対策のため、「@」を「(atmark)」と表示しております。 送信の際には、「@」に変更してください。 2



内閣府 地方創生推進事務局

令和4年度のスマートシティ関連事業
について

4



事業イメージ

▪ AI、IoTや自動運転、ドローン等の未来技術を活用した新しい地方創生を目指し、地方創生の観点から、革新的で先導性と横展開可能性等に優れた提
案について、社会実装に向けた関連事業の現地支援体制（地域実装協議会）を構築し、関係府省庁による総合的な支援を行う。

▪ 未来技術を活用した地方創生に関する提案を地方公共団体から募集し、H30年度に14事業、R１年度に8事業、R２年度に12事業、R３年度に9事
業を選定、現在38事業に対して支援を実施中。（H30年度選定の５事業はR2年度末をもって支援を終了。）

概 要

少子高齢化、生産年齢
人口の減少の結果、

・安全安心な地域づくりの
必要性の高まり

・産業、生活サービスの
衰退、担い手不足

・交通弱者の増加

など

地域課題

社
会
実
装

▪未来技術を活用して地域課題の解決を目指す取組を支援
▪関連する事業を一つにパッケージ化し、複数の関係省庁を交えた地域実装協議会にて総合的支援。
▪今後3年間で一部実装、5年間で本格実装（事業化され自走すること）を見込む事業を対象

事業b
B省・C省支援

事業a
A省・B省支援

事業c
D省支援

地域実装協議会

地方公共団体
（事務局）

総合
調整

未来技術社会実装事業 概要

A市事業 関係省庁連絡会議

関係省庁
（うち1名は現
地支援責任

者）

【議長】
内閣府地方創生推進
事務局長
【構成員】
各省庁地方創生関連
部局長

幹事会（課長級）

現地実施体制 国の支援体制

状況報告

支援指示

民間事業者



未来技術社会実装事業 一覧
：平成30年度選定

：令和元年度選定

：令和２年度選定

1 北海道、岩見沢市、更別村
自動運転、ロボット、ドローン

2 宮城県仙台市

ドローン

3 千葉県千葉市
自動運転、ドローン

4 愛知県豊橋市
AI

5 愛知県春日井市
自動運転

6 大阪府、河内長野市
自動運転

7 兵庫県神戸市
自動運転

9 大分県
ロボット

8 鳥取県
AI、IoT

１ 秋田県仙北市

自動運転、ドローン

2 富山県富山市
AI、IoT

３ 岐阜県岐阜市
自動運転

4 静岡県
AI、IoT、自動運転

5 三重県四日市市

AI、IoT

6 広島県
自動運転、ロボット、キャッシュレス等

7 広島県福山市
自動運転、ロボット、キャッシュレス

8 宮崎県、串間市
自動運転、ロボット

1 茨城県潮来市
自動運転 等

2 栃木県

AI、IoT、自動運転等

4 埼玉県和光市
自動運転 等

5 石川県小松市
自動運転 等

3 埼玉県秩父市
IoT、自動運転、ドローン等

6 大阪府四條畷市
AI、IoT、自動運転等

7 奈良県三郷町
自動運転 等

8 島根県美郷町
AI、ドローン、キャッシュレス

9 山口県宇部市
AI、IoT、VR/AR 等

10 高知県四万十市
自動運転

11 長崎県対馬市

AI、IoT、自動運転等

※地方公共団体名下は主な活用技術

12 鹿児島県長島町
IoT、ドローン、VR/AR 等

R3.8.23時点

：令和３年度選定

1 北海道旭川市
AI、IoT、ロボット、ドローン
等

2 岩手県陸前高田市

自動運転

3 群馬県前橋市

キャッシュレス・ブロックチェーン

4 埼玉県さいたま市

AI、IoT

5 石川県中能登町
AI、IoT、ロボット、VR/AR

7 和歌山県太地町

AI 、自動運転、ドローン

6 岐阜県中津川市

自動運転、 VR/AR

8 佐賀県嬉野市
AI、IoT、自動運転、VR/AR 等

9 宮崎県延岡市
AI、自動運転、キャッシュレス



未来技術社会実装事業 一覧

No. 提案者 提案タイトル 主な活用技術

平
成
30

年
度
選
定

（
9

事
業
）

1 北海道、岩見沢市、更別村 世界トップレベルの「スマート一次産業」の実現に向けた実証フィールド形成による地域創生 自動運転、ロボット、ドローン

2 宮城県仙台市 防災・減災分野におけるドローン活用仙台モデル構築事業 ドローン

3 千葉県千葉市 幕張新都心を中核とした近未来技術等社会実装によるユニバーサル未来社会の実現 自動運転、ドローン

4 愛知県豊橋市 近未来技術等を活用した「AIケアシティ」形成事業 AI

5 愛知県春日井市 高蔵寺ニューモビリティタウン構想事業 自動運転

6 大阪府、河内長野市
少子高齢化社会における自動運転技術を活用した新たな移動サービスの創出と健康寿命の延伸
～社会保障費等の抑制による持続的なまちの発展をめざして～

自動運転

7 兵庫県神戸市
地域に活力を与える地域交通IoTモデル構築事業
‐神戸市における自動運転技術を活用した住み継がれるまちの実現‐

自動運転

8 鳥取県 インフラ情報・管理技術を活用した地域安全マネジメントの展開 AI、IoT

9 大分県 遠隔ロボットアバターを通じた世界最先端地方創生モデルの実現 ロボット

令
和
元
年
度
選
定(

8

事
業)

1 秋田県仙北市 近未来技術を活用した仙北市版グローカルイノベーション 自動運転、ドローン

2 富山県富山市 富山市センサーネットワーク利活用促進事業 AI、IoT

3 岐阜県岐阜市 階層構造の公共交通ネットワークへの自動運転の展開により地域先進モビリティシステムを構築する地域活性化事業 自動運転

4 静岡県 「VIRTUAL SHIZUOKA」が率先するデータ循環型SMART CITY AI、IoT、自動運転

5 三重県四日市市 AI・IoTを活用し、働き方改革と新たなビジネスの創出を実現するスマート産業都市 AI、IoT

6 広島県 AI/IoT等実証プラットフォーム事業「ひろしまサンドボックス」 自動運転、ロボット、キャッシュレス 等

7 広島県福山市 先端技術を活用した地域課題解決実証事業 ～「まるごと実験都市福山」の推進～ 自動運転、ロボット、キャッシュレス

8 宮崎県、串間市 地域資源とスマート農業技術を融合した次世代農業振興拠点の構築 自動運転、ロボット

令
和
2

年
度
選
定(

12

事
業)

1 茨城県潮来市 道の駅「いたこ」・水郷潮来バスターミナルの地域拠点を接続する自動運転サービス事業 自動運転 等

2 栃木県 とちぎの林業イノベーション by Society5.0 AI、IoT、5G、自動運転、ドローン

3 埼玉県秩父市 山間地域におけるスマートモビリティによる生活交通・物流融合事業 IoT、自動運転、ドローン 等

4 埼玉県和光市 地域拠点間を接続する自動運転サービス導入事業（和光版MaaS構想案） 自動運転 等

5 石川県小松市 小松市における２大交通拠点をつなぐ自動運転バスの導入事業 自動運転 等

6 大阪府四條畷市 けいはんな学研区域（田原地区）における地域主体の持続可能なまちづくり AI、IoT、自動運転 等

7 奈良県三郷町 ５Gを軸とした全世代全員活躍のまち「スマートシティSANGO」 自動運転 等

8 島根県美郷町 映像告知やドローン等の未来技術を活用した遠隔医療実装による美郷町版医療福祉産業イノベーションの実現 AI、ドローン、キャッシュレス

9 山口県宇部市 レジリエントで持続可能な社会を創る「スマートシティ宇部プロジェクト」 AI、IoT、VR/AR 等

10 高知県四万十市 自動運転技術利活用による地域公共交通システムの構築 自動運転

11 長崎県対馬市 対馬スマートシティ推進事業 AI、IoT、自動運転 等

12 鹿児島県長島町 先端技術を活用した長島大陸未来都市実証事業 IoT、ドローン、VR/AR 等



未来技術社会実装事業 一覧

No. 提案者 提案タイトル 主な活用技術

令
和
3

年
度
選
定(

9

事
業)

1 北海道旭川市 ドローン・IoT等の未来技術を活用した非対面医療サービスの構築 AI、IoT、ロボット、ドローン 等

2 岩手県陸前高田市 自動運転サービスの活用による高田松原津波復興祈念公園等における伝承活動促進事業 自動運転

3 群馬県前橋市 地域「講」モデルでの地域金融再興に向けたDX実証事業 キャッシュレス・ブロックチェーン

4 埼玉県さいたま市 流行予測AIを活用した「感染症予報サービス」の社会実装及びMaaS連携 AI、IoT

5 石川県中能登町 デジタルを活用した障がい攻略先進のまちづくり AI、IoT、ロボット、VR/AR

6 岐阜県中津川市 超高速交通網との接続にむけた自動運転ネットワークの導入と地域拠点整備による新たな人の流れ創出事業 自動運転、VR/AR

7 和歌山県太地町 自動運転やドローン等未来技術を活用した高齢者が幸せを感じるまちづくり事業 AI、自動運転、ドローン

8 佐賀県嬉野市
「I ♡ URESHINO」
新たな交流拠点の誕生を契機に取り組む"Withコロナ観光まちづくり"

AI、IoT、自動運転、 VR/AR 等

9 宮崎県延岡市 市民一人ひとりが主役の時代をつくる延岡市のスマートシティ推進事業 AI、自動運転、キャッシュレス
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先駆タイプ 横展開タイプ Society5.0タイプ

1事業の年度当たり

交付上限額

（国費）

都道府県 3.0億円 1.0億円

3.0億円
市区町村

2.0億円

※中枢中核都市は2.5億円

0.7億円

※中枢中核都市は0.85億円

事業期間 最長５か年度 最長３か年度 最長５か年度

新規事業の

申請上限件数

都道府県 原則９事業以内（うち広域連携３事業）

申請上限件数の「枠外」
市区町村

原則５事業以内（うち広域連携１事業）

※中枢中核都市は原則７事業以内（うち広域連携２事業）

支援対象
（事業要件）

✓ 事業要件として以下の４項目全てを満たすことが必要。
・国・専門家等の協働PDCAサイクルが存在
・既に一部実証済で、５年後までに本格実装
・Society5.0に向けた技術を活用し地域課題を解決、地方創生に寄与
・新たな社会システムづくりにチャレンジ

➢ 地方創生推進交付金は、地方版総合戦略に基づく、地方公共団体の自主的・主体的な事業を支援するもの。

➢ 地域におけるSociety5.0の実現を推進するため、全国的なモデルとなる取組を支援する交付金として、地方

創生推進交付金に「Society5.0タイプ」を創設（令和2年度から）。

➢ 1事業の年度当たり交付上限額（国費）は3.0億円、事業期間は最長5か年度。

➢ 令和3年度は自動運転やドローンを活用した事業など19件を採択。

（令和４年度予算（案） １，０００億円の内数 補助率１／２）

地方創生推進交付金「Society5.0タイプ」の概要



富山市

スマートシティ

大分県

岩手県

ドローン

福島県会津若松市

自動運転、MaaS

栃木県
①スマート農業
②スマート林業

埼玉県秩父市

ドローン、遠隔診療

静岡県

自動運転愛知県豊川市

ドローン

大阪府河内長野市

自動運転

兵庫県神戸市

スマートシティ、
オンライン診療

石川県加賀市

遠隔操作ロボット等
を活用した多拠点居住

愛知県春日井市

自動運転、MaaS

遠隔操作ロボット

山口県宇部市

IoT、AI、スマート防災等

令和3年度 採択事業1９件
※うち、未来技術社会実装事業選定事業８件

岩手県八幡平市

遠隔診療、見守り

秋田県

スマート農業

長野県伊那市

ロボット、ドローン、MaaS

岡山県真庭市

デジタル地域通貨、
スマート農林業

※赤枠については未来技術社会実装事業選定事業

山形県長井市
MaaS、スマートストア

地方創生推進交付金「Society5.0タイプ」採択事業一覧（令和3年度）



総務省 情報流通行政局 地域通信振興課

令和4年度のスマートシティ関連事業
について

4



地域課題解決のためのスマートシティ推進事業※

地域が抱える様々な課題（防災、セキュリティ・見守り、買物支援など）をデジタル技術やデータの活用によっ

て解決することを目指すスマートシティの実装を関係府省と一体的に推進。
【令和4年度当初予算(案) 4.6億円 】

※令和３年度の事業名は、「データ連携促進型スマートシティ推進事業」

大企業やベン
チャー企業など、
多様な主体が参画

近隣自治体等へ横展開
し、波及効果を最大化

地域が抱える多様な課題解決を実現

スマートシティの実現

農林水産

交通

観光

健康・医療

行政 気象
様々なデータを収集

※都市OS／データ連携基盤とは、
都市に関わる様々なデータについて、
センサー等の端末からアプリケーション
までデータを流通させる機能を持った
プラットフォームのこと。

デジタル技術・データの活用（都市OS／データ連携基盤※）

地域課題解決のためのサービスの実装

〇補助対象：地方公共団体等
〇補助率：１／２
〇平成29年度から開始

〇公募する事業（予定）：地域が抱える様々な課題の解決や地域活性化・地方創生のため、スマー
トシティリファレンスアーキテクチャを満たす都市OS／データ連携基盤の導入（整備・改修）や当
該都市OSに接続するデジタル技術を活用したサービス・アセットの整備等を行う事業

主な補助要件

 「スマートシティリファレンスアーキテクチャ」に基づき、スマートシティの構成要素が明確に整理されており、可視化されていること
 他の自治体が容易に活用できるよう、都市OS及びアプリケーションをクラウド上で構築すること
 都市OS、機材や端末などがセキュリティ対策やプライバシー保護を遵守したものであること

4



経済産業省 製造産業局 自動車課

令和4年度のスマートシティ関連事業
について

4
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⚫ 令和３年度では、新たなモビリティサービスの社会実装及びその高度化を目指し、先進的かつ全国

横断的な課題に挑戦する14地域においてMaaS実証を実施。

⚫ 令和４年度においては、地域におけるMaaSの社会実装に向けて、これまでに得られた成果や課題

を踏まえたより高度な実証実験を実施予定

地域新MaaS創出推進事業 令和４年度予算（案）：数億円程度

令和4年度は、上記の取組から得られた成果や課題を踏まえ、MaaSの更なる高度化に取り組み
全国への横展開のモデルとなる先進事例の創出を目指す。

D：異業種との連携による収益活用・付加価値創出 E：モビリティ関連データの取得、交通・都市政策との連携

A：他の移動との重ね掛けによる効率化 B：モビリティでのサービス提供 C：需要側の変容を促す仕掛け

⚫ 自動運転車両を活用した貨客混載サ
ービスの提供（春日井市）

⚫ 福祉車両の非送迎時間を活用した移
動支援・食事配達による収益獲得（
仙台市・三豊市）

⚫ 企業・スクールバスの行政サービスへの集
約（基山町）

⚫ 旅客バスの改造、マル
シェ機能の付加による
収益多角化・向上効
果の検証（帯広市）

⚫ 複数自治体をまたいだ
広域医療サービスの開
発（三重県6町）

⚫ サブスク運賃の最適価格の探索（美郷町）

⚫ 需要・供給側双方に働きかけたモビリティサービス
水準の探索（室蘭市）

⚫ レンタカー・航空機の接続最適化（北谷町）

⚫ 都市部における来店予約等を活用した来訪ピ
ークシフトの効果検証（大阪市）

⚫ レシート情報を活用した成功報酬型広告収入モデルの実装（会津若松市・
日立市）

⚫ 商業施設に加え、オフィスや研究機関とも連携したモビリティサービス提供の仕
組み検証（播磨科学公園都市）

⚫ コネクテッドカーの普及に備えた、走行データを活用したドライバー（自家用有償）
の質担保に向けた検討の実施（永平寺町）

⚫ 交通サービス等の提供で得られた移動・健康データを活用した政策間の連携可能
性の検証（入間市）

＜サービスのモビリティ化＞＜モノとヒトの輸送＞

令和3年度におけるMaaS実証の取組事例

限られたリソースを複数の用途・事業者で活用 サービスのモビリティ化により効率化を図る 時間帯・需要に応じた行動変容を促すことで、
地域経済を活性化

異業種との連携により、新しい複合サービスを提供 モビリティ・異業種データを取得・可視化し、より効率的な移動を実現

※()内の自治体は、令和３年度の選定地域
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■ ポストコロナにおける回復する移動需要を公共交通等で取り込むためには、

○ コロナ禍や社会経済情勢の変化により変容した利用者のニーズに的確に対応する

○移動の利便性を向上させる ことが重要。

■ 一方、移動需要自体がコロナ前の水準に戻らない予測もされているなか、地域の公共交通を維持していくためには、

○ デジタル化を通じた移動サービス全体の効率化、高度化を図ることも重要。

公共交通等の面的な利便性向上
変容した利用者のニーズへの対応

デジタル化を通じた移動サービスの効率化

⚫ ICカードやQRやタッチ決済、顔認証等の新たな決済手段の導
入支援

✓ 決済データ蓄積によりサービスの高度化を可能にし、接触を回避するという
変容したニーズに対応

⚫ シェアサイクルや電動キックボード、グリーンスローモビリティ等の
新しいモビリティの導入支援

✓ カーボンニュートラルに資するほか、ラストワンマイルの移動ニーズにきめ細や
かに対応可能。パーソナル性の高い移動を求めるニーズに対応

⚫ AIオンデマンド交通の導入支援

✓ 地域において導入されているデマンド交通に対して、AIを用いたシステム導
入によりルートや配車、さらには経営を合理化

⚫ 交通情報のデータ化、混雑情報を提供するシステム等の導入支
援

✓ DXによる経営やサービスの効率化、高度化

⚫ 積極的に面的な移動サービスの利便性向上、高度化に取り組む
事業者への支援

⚫ 新モビリティサービス事業計画の策定、評価に取り組む事業者へ
の支援

✓ 地方公共団体、事業者が密接に連携して面的に高度なMaaSの取組につ
いて、官民が連携して取組を実施することで、移動の高度化やスーパーシティ
／スマートシティを実現

【参考】ウィーンの事例
・WIENER LINIEN（ウィーン市交通局）が、U-Bahn（地下鉄）、トラム、バ
スを一体的に運営。

・年間定期券により、近郊鉄道も含めた乗り放題サービスを提供。
・デジタルチケット管理機能を持ったMaaSアプリも存在。

出典:2021/4時点 WIENER LINIEN HP

令和４年度当初予算(案）0.73億円

／令和３年度補正予算 285億円の内数

ポストコロナの移動需要を取り込むための公共交通等の高度化の推進
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都市におけるサービスの展開

【国土交通省】スマートシティモデルプロジェクト（スマートシティ実装化支援事業）

補助要件等

スマートシティのイメージ

全国の牽引役となるモデルプロジェクトとして、地域のスマートシティ実行計画に基づき、データや新技術を
活用した先進的な都市サービスの実装に向けて取り組む実証事業を支援。

スマートシティ実装化支援事業

補 助 2.65 億円

都市空間 サイバー空間（３D都市モデル）

センサー、IoTを通じて
あらゆるデータを継続的に取得

センサー

カメラ

ビーコ
ン

膨大なデータをAI等で
解析し、最適解を予測データを取得、連携

カメラによる
人流分析・見守り

セキュリティ・見守り

自動運転・MaaSによる
快適な移動・物流

交通・モビリティ

まちあるきアプリによる
健康増進・まちの活性化

健康・医療

ビッグデータを活用したエリア
マネジメント・スマートプランニング

都市計画・整備

空間認識技術を活用し
たAR観光ガイド

観光・地域活性化
センシング技術による
インフラ管理

インフラ維持管理

リアルタイムデータによる
防災情報の発信

防災

３D都市モデルを活用した
太陽光発電量

環境・エネルギー

官民体制の確立

実行計画の策定

実証事業

実装

支援条件：①応募者が民間事業者等及び地方公共団体を構成員に含む協議会
（コンソーシアム）であること。

②都市・地域のビジョン、取組内容等を記載した「スマートシティ実行計画」を策定、
コンソーシアムがHPに公開。

支援対象：スマートシティ実行計画に基づく、社会実装に向けた実証事業
（2,000万円上限（定額補助））
※実行計画に基づく取組のコンソーシアム負担額が国の補助額を上回ること

選定方法：内閣府が設置する合同審査会（有識者会議）の評価を経て、決定

＜実証事業の流れ＞

支援
範囲

都市OS

地図・地形

環境 防災

交通・人流

インフラ・建築物

都市の様々な
データを統合
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質疑応答



質疑応答（事前）

事前質問①

自治体との連携について

民間主導型の場合、行政主導型と比べて住民の理解の得やすさ等に難しさがあります。
自治体に補助金等を求めるつもりはありませんが、お互いにメリットがある取組については共同して
推進を図りたいと思いつつも、自治体によっては腰が重く、なかなか前に進めがたいことがあります。

国としましては、活発な民間活動を推進するべくの自治体への働きかけ等はどのようなことを
行っているのでしょうか。また、自治体に推進を原則とするような法令等制定するお考えはござい
ませんでしょうか。



質疑応答（事前）

事前質問②

都市OSの将来について

各地で都市OSができてきますと、当然連携の話となり将来的には国家OSのようなものになる
のではと思います。その際はリーサスのように各自治体で利活用しやすいようなソフトの開発等も
必要となると思いますが、
そのあたり、将来的な構想等がございましたらご教示いただけますと幸いです。



質疑応答（事前）

事前質問③

中山間地域におけるモビリティサービスの事例、公募予定があれば教えてください。



質疑応答（事前）

事前質問④

行政主導型のスマートシティにおける運営主体の設置について、
事例や支援など教えてください。



スマートシティに関連したデータ戦略の
取組について
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スマートシティ官民連携プラットフォーム 令和４年度の活動予定

◼ オンラインセミナーやその他イベント等の開催を通じて、スマートシティに関する情報共有や官
民の取組を紹介します。

◼ 官民連携プラットフォームのホームページの内容を充実させ、会員・オブザーバーの皆様やス
マートシティに取り組もうとする方々が、様々な情報にアクセスしやすくなるよう改善します。

主な実施事項 主な内容

オンラインセミナー
オンラインセミナーは隔月程度で開催し、関係府省のスマートシティ施策の紹介、各地
区のスマートシティの取組紹介等、最新の情報をお届けします。
（令和４年６月以降に順次開催）

マッチングイベント
ススマートシティに関する情報共有とマッチングの促進を図ります。
（令和４年６月以降に不定期開催）

ホームページの充実
メルマガ配信

ニーズ・シーズ提案書の掲載、会員の動画掲載、各地区のスマートシティプロジェク
トの紹介等、HPの内容を充実させるとともに、関係府省庁の政策や情報等へアクセス
しやすくなるよう、ポータルサイトとしての機能充実を図ります。
また、全国の会員・オブザーバーや関連府省庁が主催するイベントやセミナー情報をメ
ルマガによりお届けします。
（随時）



ご参加いただきありがとうございました

アンケートのご協力をお願いします

QRコード URL

https://forms.office.co

m/r/Mc2dQ8gWFb


